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1．当中間期決算に関する定性的情報 

(1)経営成績に関する説明 

 当中間連結会計期間（以下、「当期」という。）の損益状況については、経常収益は前年同期比 9億

71 百万円減少し、198 億 29 百万円となりました。うち資金運用収益が 157 億 36 百万円、役務取引等

収益が 16 億 35 百万円、その他業務収益が 3億 1百万円、その他経常収益が 21 億 56 百万円となりま

した。 

一方、経常費用は前年同期比 12 億 92 百万円増加し、156 億 31 百万円となりました。うち資金調達

費用が 8億 85 百万円、役務取引等費用が 8億 82 百万円、その他業務費用が 8百万円、営業経費が 120

億 31 百万円、その他経常費用が 18 億 23 百万円となりました。 

 以上により、当期は、経常利益は前年同期比 22 億 64 百万円減少して 41 億 98 百万円、中間純利益

は前年同期比 6億 66 百万円減少して 32 億 22 百万円となりました。 

(2)財政状態に関する説明 

 預金等(譲渡性預金含む)は、当期中 365 億円増加し、1 兆 8,599 億円となりました。一方、貸出金

は、当期中 366 億円増加し、１兆 5,101 億円となりました。 

有価証券は、当期中 190 億円増加し、3,937 億円となりました。 

総資産は、当期中 549 億円増加し、2兆 156 億円となりました。 

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成27年3月期の業績予想については、資金利益の増加に加え、一般貸倒引当金繰入額の減少及び

繰延税金資産に係る評価性引当額の減少等により、平成26年5月15日に公表した業績予想数値を以下

のとおり修正いたします。 

(単位：百万円) 

連結業績予想 個別業績予想 

前回公表値 今回公表値 増減 前回公表値 今回公表値 増減 

経常利益 6,900 7,400 500 6,800 7,300 500

当期純利益 4,300 5,100 800 4,300 5,100 800

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

(1)当中間期における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（連結の範囲の変更） 

平成26年4月1日付で、東日本オフィスサービス株式会社は、東日本ビジネスサービス株式会社を存

続会社として合併し、当第1四半期連結会計期間より、連結子会社は4社から3社に減少しております。 

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下、「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

24年5月17日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当中間連結会計期間より適用し、退職給付債務及び

勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ

変更するとともに、割引率の決定方法についても従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく

割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当中間連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利

益剰余金に加減しております。 

この結果、当中間連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が72百万円減少し、利益剰余金が46百

万円増加しております。また、当中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える

影響は軽微であります。なお、当中間連結会計期間の1株当たり純資産額、1株当たり中間純利益金額

及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額に与える影響は軽微であります。
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(4)継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。
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(4)継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。
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平成26年度中間期

決算説明資料

株式会社　東日本銀行



Ⅰ. 平成26年度中間決算の概況

1. 損益概況 単 ・ 連 P1

2. 業務純益 単 P2

3. 利回・利鞘 単 P3

4. ROE 単 P3

5. ROA 単 P4

6. OHR・コアOHR 単 P4

7. 有価証券関係損益 単 P4

8. 有価証券評価損益 単 P5

9. デリバティブ取引 単 P5

10. 自己資本比率（国内基準、速報値） 単 ・ 連 P6

Ⅱ. 貸出金等の状況

1. リスク管理債権の状況 単 ・ 連 P7

2. 貸倒引当金 単 ・ 連 P9

3. リスク管理債権に対する保全率 単 P9

4. 業種別リスク管理債権 単 P10

5. 金融再生法開示債権の状況 単 ・ 連 P11

6. 金融再生法開示債権に対する保全率 単 P12

7. 自己査定と2つの開示基準の比較 単 P13

8. 業種別貸出状況等 単 P14

9. 預金、貸出金の残高 単 P15

Ⅲ. その他

1. 役務取引等収益 単 P16

2. 外国為替 単 P16

3. 預り資産の残高 単 P16

4. 人員の推移 単 P16

【　目　　次　】



Ⅰ.平成26年度中間決算の概況

1.損益概況

15,678 16,146 △ 467
15,665 15,914 △ 249
15,373 15,905 △ 531
15,360 15,673 △ 313

資 金 利 益 14,642 14,797 △ 154
役 務 取 引 等 利 益 717 857 △ 139
そ の 他 業 務 利 益 13 250 △ 237
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） 13 231 △ 218

304 240 63
304 240 63

資 金 利 益 197 162 34
役 務 取 引 等 利 益 22 19 2
そ の 他 業 務 利 益 84 58 26
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - - -

(△) 11,666 11,531 134
人 件 費 (△) 6,226 6,187 38
物 件 費 (△) 4,839 4,828 10
税 金 (△) 600 515 85

4,011 4,614 △ 602
除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） 3,998 4,382 △ 384

① (△) △ 85 △ 281 196
4,096 4,896 △ 799

う ち 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） 13 231 △ 218
51 1,477 △ 1,425

② (△) 1,829 821 1,007
貸 出 金 償 却 (△) - 0 △ 0
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 (△) 1,695 642 1,053
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 等 (△) 133 100 32
バ ル ク セ ー ル 売 却 損 (△) 0 79 △ 78
そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 (△) - 0 △ 0

③ 0 1 △ 0
2,014 2,230 △ 215

株 式 等 売 却 益 2,014 2,233 △ 218
株 式 等 売 却 損 (△) - - -
株 式 等 償 却 (△) - 2 △ 2

4,148 6,373 △ 2,225
△ 57 △ 64 6
△ 57 △ 64 6
4,090 6,309 △ 2,218

(△) 1,726 1,064 662
(△) △ 817 1,421 △ 2,239
(△) 908 2,485 △ 1,576

3,181 3,824 △ 642

1,743 538 1,205

特 別 損 益

業 務 純 益

臨 時 損 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

税 引 前 中 間 純 利 益

経 常 利 益

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を切り捨てて表示しており
ます。

実 質 与 信 費 用 ① ＋ ② － ③

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益
法 人 税 等 合 計

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

平成26年中間期
業 務 粗 利 益
( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） ）

平成25年中間期 増　　　減

(注)

株 式 等 関 係 損 益
償 却 債 権 取 立 益

【単　体】  

不 良 債 権 処 理 額

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 ）

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

（単位:百万円）

(除く国債等債券損益（５勘定尻））

国 内 業 務 粗 利 益
(除く国債等債券損益（５勘定尻））

国 際 業 務 粗 利 益

東日本銀行
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15,896 16,376 △ 480
14,851 14,972 △ 121

752 888 △ 135
292 516 △ 224

(△) 12,031 11,730 300
① (△) 1,761 573 1,187

(△) - 0 △ 0
(△) 1,712 671 1,041
(△) △ 89 △ 286 197
(△) 137 189 △ 51

② 0 1 △ 0
2,014 2,230 △ 215

79 158 △ 79
4,198 6,462 △ 2,264
△ 57 △ 64 6
4,140 6,398 △ 2,257

(△) 1,738 1,070 667
(△) △ 817 1,421 △ 2,239
(△) 920 2,491 △ 1,571
(△) △ 1 17 △ 19

3,222 3,888 △ 666

1,760 572 1,188

(注)1.

2.

3 社 4 社 △ 1 社

2.業務純益
【単　体】

(百万円) 4,011 4,614 △ 602

職 員 1 人 当 た り (千円） 2,755 3,220 △ 464

(百万円) 4,096 4,896 △ 799

職 員 1 人 当 た り (千円） 2,813 3,416 △ 603

(注)

連結粗利益 ＝(資金運用収益－資金調達費用）+（役務取引等収益－役務等取引費用）+（その
他業務収益－その他業務費用）

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

実質業務純益は一般貸倒引当金繰入前の業務純益です。職員1人当たり(実質)業務純益は出向者
を除く平均人員で算出しております。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を切
り捨てて表示しております。

平成26年中間期 平成25年中間期 増　　　減

連 結 子 会 社 数

中 間 純 利 益

増　　　減

（単位:百万円）【連　結】   

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 償 却 引 当 費 用

平成26年中間期 平成25年中間期

そ の 他 の 与 信 関 係 費 用

少 数 株 主 利 益 又 は 少 数 株 主 損 失

そ の 他

実 質 与 信 費 用 ① － ②

経 常 利 益
特 別 損 益

株 式 等 関 係 損 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

（連結対象会社数）

資 金 利 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 業 務 利 益

貸 出 金 償 却
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

東日本銀行
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3.利回・利鞘

【単　体】国内

1.65 1.72 △ 0.07

A 1.91 2.03 △ 0.12

0.90 0.76 0.14

0.09 0.10 △ 0.01

B 0.07 0.08 △ 0.01

1.29 1.31 △ 0.01

1.38 1.41 △ 0.03

A-B 1.83 1.95 △ 0.11

0.54 0.63 △ 0.09

0.27 0.30 △ 0.03

（注）預金等利回りは、譲渡性預金を含んでおります。

【単　体】全店

1.67 1.74 △ 0.06

A 1.90 2.03 △ 0.12

0.89 0.76 0.13

0.09 0.11 △ 0.01

B 0.07 0.08 △ 0.01

1.31 1.32 △ 0.01

1.39 1.42 △ 0.03

A-B 1.83 1.94 △ 0.11

0.52 0.61 △ 0.09

0.28 0.31 △ 0.03

（注）預金等利回りは、譲渡性預金を含んでおります。

4.ROE

【単  体】

7.66 9.24 △ 1.58 9.96 △ 2.30

6.07 7.66 △ 1.58 5.46 0.61

(単位:%)

増　減増　減

資 金 調 達 原 価

預 貸 金 利 回 差

預 貸 金 利 鞘

総 資 金 利 鞘

平成25年度

(単位:%)

平 成 26 年
中 間 期

平成25年中間期 増 減

平成26年中間期 平成25年中間期 増 減

(単位:%)

平成26年中間期

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

預 金 等 利 回

資 金 調 達 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金 調 達 利 回

預 金 等 利 回

経 費 率

経 費 率

資 金 調 達 原 価

預 貸 金 利 回 差

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ベ ー ス

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

{期首純資産残高(新株予約権を除く)＋期末純資産残高(新株予約権を除く)}÷2

期中日数

実質業務純益(中間(当期)純利益)

預 貸 金 利 鞘

総 資 金 利 鞘

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

平 成 25 年
中 間 期

ROE＝ ×100

×365
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5.ROA

【単  体】

0.41 0.49 △ 0.07 0.53 △ 0.11

0.33 0.41 △ 0.07 0.29 0.03

6.OHR・コアOHR

【単  体】

74.41 71.42 2.99 69.75 4.65

74.47 72.45 2.01 72.89 1.57

7.有価証券関係損益

①国債等債券損益

（単位：百万円）

13 231 △ 218

21 440 △ 418

- - -

- 208 △ 208

- - -

8 - 8

②株式等損益

（単位：百万円）

2,014 2,230 △ 215

2,014 2,233 △ 218

- - -

- 2 △ 2

平 成 25 年 中 間 期

平 成 26 年 中 間 期 平 成 25 年 中 間 期 増 減

増 減

売 却 損

売 却 益

売 却 益

償 還 益

償 還 損

売 却 損

【単  体】

株式等損益(3勘定尻)

(単位:%)

平 成 26 年
中 間 期

平 成 25 年
中 間 期

増　減 平成25年度 増　減

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ベ ー ス

(単位:%)

平 成 26 年
中 間 期

平 成 25 年
中 間 期

増　減 平成25年度 増　減

実質業務純益（中間(当期)純利益）

期中日数

O H R

コ ア O H R

総資産平均残高－支払承諾見返平均残高

償 却

経費
業務粗利益(コア業務粗利益)

【単  体】

国債等債券損益(5勘定尻)

平 成 26 年 中 間 期

償 却

×100

×365

ROA＝

OHR(コアOHR)＝ ×100

東日本銀行
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8．有価証券評価損益
【単　体】

満期保有目的の債券

該当事項はありません。

その他有価証券

評価損益 評価損益 評価損益

25年9月末比 26年3月末比

12,204 3,772 4,135 12,494 290 8,431 8,774 342 8,068 8,441 372

3,022 398 852 3,071 49 2,624 2,668 44 2,170 2,289 118

2,243 △ 1,063 △ 131 2,438 194 3,307 3,470 163 2,375 2,418 43

国 債 578 △ 215 △ 300 758 180 793 815 22 878 878 -

地 方 債 487 242 85 487 0 244 341 97 401 428 26

社 債 1,178 △ 1,091 83 1,191 13 2,269 2,313 43 1,094 1,111 17

6,938 4,438 3,414 6,984 46 2,499 2,634 134 3,523 3,733 209

外 国 債 券 342 107 63 387 45 235 301 66 279 333 54

9．デリバティブ取引
【単　体】

金利関連取引

（単位：百万円）

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

－ － － 25 △ 0 △ 0 － － －

通貨関連取引

（単位：百万円）

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

6,404 △ 28 △ 28 4,126 2 2 6,908 18 18

株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、クレジットデリバティブ取引

該当事項はありません。

金 利 ス ワ ッ プ

種　　　　　類

為 替 予 約

区
分

店
頭

区
分

店
頭

②

平 成 26 年 9 月 末 平 成 25 年 9 月 末 平 成 26 年 3 月 末

①

②

①

債 券

平 成 26 年 9 月 末 平 成 25 年 9 月 末

③

評価損

（単位：百万円）

平成26年3月末

評価益 評価損評価損

平成25年9月末平成26年9月末

平 成 26 年 3 月 末

評価益

そ の 他

評価益

株 式

その他有価証券で
時価のある もの

種　　　　　類

東日本銀行
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10.自己資本比率(国内基準、速報値)

【単　体】 (単位:百万円)

平 成 26 年 9 月 末 平 成 26 年 3 月 末

9.08 % 9.31 %

110,436 108,018

1,215,574 1,160,190

48,622 46,407

（注）「総所要自己資本額」は、リスク・アセット等に4％を乗じた額となります。

【連　結】 (単位:百万円)

平 成 26 年 9 月 末 平 成 26 年 3 月 末

9.10 % 9.32 %

110,785 108,332

1,217,274 1,162,258

48,690 46,490

（注）「総所要自己資本額」は、リスク・アセット等に4％を乗じた額となります。

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

総 所 要 自 己 資 本 額

自 己 資 本 比 率

自 己 資 本 の 額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

総 所 要 自 己 資 本 額

自 己 資 本 比 率

自 己 資 本 の 額

東日本銀行
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Ⅱ．貸出金等の状況

1.リスク管理債権の状況

【単　体】

①リスク管理債権の残高

破 綻 先 債 権 額 4,998 2,890 2,108 2,183 2,815

延 滞 債 権 額 19,625 23,665 △ 4,040 22,655 △ 3,030

3か月以上延滞債権額 883 709 174 863 19

貸出条件緩和債権額 6,315 10,402 △ 4,086 10,637 △ 4,321

合 計 31,823 37,667 △ 5,843 36,340 △ 4,517

1,510,649 1,446,219 64,429 1,473,922 36,727

②貸出残高比率

破 綻 先 債 権 額 0.33 0.19 0.13 0.14 0.18

延 滞 債 権 額 1.29 1.63 △ 0.33 1.53 △ 0.23

3か月以上延滞債権額 0.05 0.04 0.00 0.05 △ 0.00

貸出条件緩和債権額 0.41 0.71 △ 0.30 0.72 △ 0.30

合 計 2.10 2.60 △ 0.49 2.46 △ 0.35

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

①リスク管理債権の残高

破 綻 先 債 権 額 1,590 1,021 569 883 707

延 滞 債 権 額 18,536 22,093 △ 3,557 21,800 △ 3,264

3か月以上延滞債権額 883 709 174 863 19

貸出条件緩和債権額 6,315 10,402 △ 4,086 10,637 △ 4,321

合 計 27,326 34,226 △ 6,900 34,185 △ 6,859

1,506,152 1,442,779 63,372 1,471,767 34,385

②貸出残高比率

破 綻 先 債 権 額 0.10 0.07 0.03 0.05 0.04

延 滞 債 権 額 1.23 1.53 △ 0.30 1.48 △ 0.25

3か月以上延滞債権額 0.05 0.04 0.00 0.05 △ 0.00

貸出条件緩和債権額 0.41 0.72 △ 0.30 0.72 △ 0.30

合 計 1.81 2.37 △ 0.55 2.32 △ 0.50

(単位：百万円)

(単位：百万円)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
3 月 末

増 減

増 減

(単位：%)

(単位：%)

平 成 25 年
9 月 末

増 減

平 成 25 年
9 月 末

増 減

リ
ス
ク
管
理
債
権

平 成 26 年
9 月 末

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年
9 月 末

貸
出
残
高
比
率

平 成 26 年
9 月 末

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年
9 月 末

　　　次のとおりとなります。

平 成 25 年
9 月 末

増 減

平 成 25 年
9 月 末

東日本銀行
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【連　結】

①リスク管理債権の残高

破 綻 先 債 権 額 4,999 2,890 2,109 2,183 2,815

延 滞 債 権 額 19,634 23,675 △ 4,041 22,666 △ 3,031

3か月以上延滞債権額 883 709 174 863 19

貸出条件緩和債権額 6,315 10,402 △ 4,086 10,637 △ 4,321

合 計 31,833 37,678 △ 5,844 36,351 △ 4,517

1,510,164 1,445,752 64,412 1,473,488 36,676

②貸出残高比率

破 綻 先 債 権 額 0.33 0.19 0.13 0.14 0.18

延 滞 債 権 額 1.30 1.63 △ 0.33 1.53 △ 0.23

3か月以上延滞債権額 0.05 0.04 0.00 0.05 △ 0.00

貸出条件緩和債権額 0.41 0.71 △ 0.30 0.72 △ 0.30

合 計 2.10 2.60 △ 0.49 2.46 △ 0.35

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

①リスク管理債権の残高

破 綻 先 債 権 額 1,590 1,021 569 883 707

延 滞 債 権 額 18,541 22,098 △ 3,557 21,806 △ 3,265

3か月以上延滞債権額 883 709 174 863 19

貸出条件緩和債権額 6,315 10,402 △ 4,086 10,637 △ 4,321

合 計 27,331 34,232 △ 6,900 34,190 △ 6,859

1,505,662 1,442,306 63,355 1,471,327 34,334

②貸出残高比率

破 綻 先 債 権 額 0.10 0.07 0.03 0.06 0.04

延 滞 債 権 額 1.23 1.53 △ 0.30 1.48 △ 0.25

3か月以上延滞債権額 0.05 0.04 0.00 0.05 △ 0.00

貸出条件緩和債権額 0.41 0.72 △ 0.30 0.72 △ 0.30

合 計 1.81 2.37 △ 0.55 2.32 △ 0.50

(単位：百万円)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
3 月 末

増 減

(単位：%)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
3 月 末

増 減

(単位：百万円)

(単位：%)

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減

増 減

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減

貸
出
残
高
比
率

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減

　　　次のとおりとなります。

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

東日本銀行
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2.貸倒引当金

10,275 9,759 516 9,217 1,058

一 般 貸 倒 引 当 金 2,690 2,734 △ 43 2,826 △ 135

個 別 貸 倒 引 当 金 7,584 7,025 559 6,390 1,193

特定海外債権引当勘定 - - - - -

【連  結】

10,494 10,081 413 9,465 1,028

一 般 貸 倒 引 当 金 2,724 2,771 △ 46 2,864 △ 139

個 別 貸 倒 引 当 金 7,769 7,309 459 6,601 1,168

特定海外債権引当勘定 - - - - -

3.リスク管理債権に対する保全率

【単  体】

リス ク管 理債 権 (A) 31,823 37,667 △ 5,843 36,340 △ 4,517

担保等保全額 (B) 15,671 15,549 121 15,064 606

貸 倒 引 当 金 (C) 7,853 7,128 724 6,906 947

引 当 率 (C)/(A) 24.67 % 18.92 % 5.75 % 19.00 % 5.67 %

保 全 率 (B+C)/(A) 73.92 % 60.20 % 13.71 % 60.45 % 13.46 %

増 減

増 減 増 減
平 成 26 年
3 月 末

増 減
平 成 26 年
3 月 末

増 減

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減
平 成 26 年
3 月 末

(単位:百万円)

(単位:百万円)

(単位:百万円)

貸 倒 引 当 金

平 成 26 年
9 月 末

平 成 26 年
9 月 末

【単  体】

貸 倒 引 当 金

東日本銀行
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4.業種別リスク管理債権

平成 26年
9 月 末

平成 25年
9 月 末

増 減
平成 26年
3 月 末

増 減

国内(除く特別国際金融取引勘定) 31,823 37,667 △ 5,843 36,340 △ 4,517

製 造 業 2,722 3,195 △ 473 2,644 77

農 業 、 林 業 177 23 154 22 155

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 5 - 5 5 0

建 設 業 1,081 1,360 △ 278 1,041 40

情 報 通 信 業 862 264 597 460 402

運 輸 業 、 郵 便 業 1,491 1,240 250 1,290 200

卸 売 業 、 小 売 業 3,150 3,628 △ 477 3,208 △ 57

金 融 業 、 保 険 業 6 5,669 △ 5,662 5,653 △ 5,646

不 動 産 業 1,766 2,802 △ 1,036 2,113 △ 347

不 動 産 賃 貸 管 理 業 12,664 10,148 2,516 11,218 1,445

物 品 賃 貸 業 - - - 6 △ 6

学術研究、専門・技術サービス業 901 962 △ 61 767 134

宿 泊 業 241 243 △ 1 242 △ 0

飲 食 業 633 647 △ 14 597 35

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 2,750 4,678 △ 1,927 4,599 △ 1,849

教 育 、 学 習 支 援 業 26 21 4 26 -

医 療 ・ 福 祉 809 351 457 363 445

そ の 他 サ ー ビ ス 業 533 529 4 309 223

そ の 他 1,998 1,898 99 1,767 230

【単　体】 (単位：百万円）

東日本銀行
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5.金融再生法開示債権の状況

【単　体】

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

8,727 9,638 △ 911 5,104 3,622

危 険 債 権 15,934 17,380 △ 1,445 19,786 △ 3,851

要 管 理 債 権 7,199 11,111 △ 3,912 11,501 △ 4,302

31,861 38,130 △ 6,269 36,392 △ 4,531

1,481,840 1,411,760 70,080 1,440,696 41,144

要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権

171,129 176,551 △ 5,422 176,090 △ 4,960

正 常 先 債 権 1,310,711 1,235,208 75,502 1,264,606 46,104

1,513,702 1,449,890 63,811 1,477,089 36,612

2.10 2.62 △ 0.52 2.46 △ 0.35

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

　　　次のとおりとなります。

(単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

4,209 6,175 △ 1,965 2,923 1,286

危 険 債 権 15,934 17,380 △ 1,445 19,786 △ 3,851

要 管 理 債 権 7,199 11,111 △ 3,912 11,501 △ 4,302

27,343 34,667 △ 7,323 34,211 △ 6,867

1,481,840 1,411,760 70,080 1,440,696 41,144

1,509,184 1,446,427 62,757 1,474,907 34,276

1.81 2.39 △ 0.58 2.31 △ 0.50

(単位：百万円)

(単位：％)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

増 減

合 計

増 減

要管理債権以下の割合

総 与 信 額

正 常 債 権

平 成 26 年
3 月 末

平 成 25 年
9 月 末

平 成 26 年
9 月 末

総 与 信 額

合 計

正 常 債 権

要管理債権以下の割合

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減

(単位：％)

東日本銀行
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【連　結】

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

8,949 10,058 △ 1,108 5,406 3,543

危 険 債 権 15,963 17,412 △ 1,448 19,811 △ 3,847

要 管 理 債 権 7,199 11,111 △ 3,912 11,501 △ 4,302

32,112 38,582 △ 6,469 36,719 △ 4,606

1,482,659 1,412,459 70,199 1,441,568 41,090

要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権

171,146 176,574 △ 5,427 176,111 △ 4,964

正 常 先 債 権 1,311,512 1,235,885 75,627 1,265,457 46,055

1,514,771 1,451,041 63,729 1,478,287 36,484

2.11 2.65 △ 0.53 2.48 △ 0.36

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

　　　次のとおりとなります。

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

4,269 6,359 △ 2,090 3,051 1,217

危 険 債 権 15,963 17,412 △ 1,448 19,811 △ 3,847

要 管 理 債 権 7,199 11,111 △ 3,912 11,501 △ 4,302

27,431 34,883 △ 7,451 34,364 △ 6,932

1,482,659 1,412,459 70,199 1,441,568 41,090

1,510,090 1,447,342 62,748 1,475,932 34,158

1.81 2.41 △ 0.59 2.32 △ 0.51

6.金融再生法開示債権に対する保全率

【単　体】

31,861 38,130 △ 6,269 36,392 △ 4,531

15,684 16,339 △ 654 15,086 598

7,886 7,538 348 6,954 932

73.98 % 62.61 % 11.36 % 60.56 % 13.41 %

担保等保全額       (B)

貸倒引当金　　　 　(C)

保全率　　　 (B+C)/(A)

増 減

金融再生法開示債権（A)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

(単位：百万円)

(単位：％)

平 成 26 年
3 月 末

平 成 25 年
9 月 末

正 常 債 権

総 与 信 額

合 計

正 常 債 権

合 計

平 成 26 年
9 月 末

総 与 信 額

要管理債権以下の割合

要管理債権以下の割合

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

(単位：百万円)

(単位：％)

(単位：百万円)

平 成 26 年
3 月 末

増 減

増 減 増 減

増 減

東日本銀行
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7.自己査定と2つの開示基準の比較
【単　体】 （単位：億円)

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

5
（△0）

7
（5）

2
（2）

34
（21）

破綻先債権
49

11
（0）

12
（4）

2
（0）

10
（2）

24
（2）

58
（△13）

76
（△27）

危険債権
貸出金　159
貸出金以外0

83 24 67.78%

3か月以上
延滞債権

8

貸出条件
緩和債権

63

要管理先以外
の要注意先

1,705
（△52）

621
（△41）

1,084
 (△10)

小計
318

小計
156

小計
78

73.98%
合計
318

13,107
（461）

正常債権
14,818

非分類
13,775
(424)

Ⅱ分類
1,234
(△56)

Ⅲ分類
81

（△25）

Ⅳ分類
45

（23）

合計
15,137

※（　）内は平成26年3月末との増減額を表示しております。

【自己査定】

【債務者区分】
正常先
　業績良好で財務内容にも特段の問題がないと認められる先。
要注意先
　今後の管理に注意を要する先。
破綻懸念先
　今後、経営破綻に陥る可能性が高いと認められる先。
実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質的に経営破綻に陥っている先。
破綻先
　法的・形式的に経営破綻の事実が発生している先。

破綻先
50

（28）

自己査定における
債務者区分

リスク
管理債権

延滞債権
196

分類 担保等
保全額

金融再生法に
基づく開示債権

貸倒
引当金

破産更生債権および
これらに準ずる債権

貸出金　 86
貸出金以外0

実質破綻先
37

（8）

保有する資産を個別に検討して、回収の危険性や価値の毀損の危険性の度合いによって、その安全
性・確実性を判定するものです。

5
（2）

71
（△42）

37
要管理債権

71

合計
15,137
(366)

正常先
13,107
（461）

要注意先
1,783

（△92）

破綻懸念先
159

（△38）

要管理先
77

（△40）

保全率

36 50

3

100.00%

56.15%

東日本銀行

13



8.業種別貸出状況等

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

増 減
平 成 26 年
3 月 末

増 減

1,510,649 1,446,219 64,429 1,473,922 36,727

製 造 業 100,605 100,829 △ 224 99,317 1,287

農 業 、 林 業 1,060 1,181 △ 121 1,105 △ 45

漁 業 38 - 38 42 △ 3

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 347 364 △ 16 375 △ 27

建 設 業 87,685 78,054 9,631 83,027 4,658

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 2,145 584 1,560 1,405 740

情 報 通 信 業 31,165 27,127 4,037 27,583 3,581

運 輸 業 、 郵 便 業 40,337 39,384 953 39,874 463

卸 売 業 、 小 売 業 155,522 147,448 8,073 145,931 9,591

金 融 業 、 保 険 業 71,803 77,935 △ 6,131 78,897 △ 7,094

不 動 産 業 104,650 82,148 22,502 92,408 12,241

不 動 産 賃 貸 管 理 業 391,133 370,613 20,519 385,458 5,674

物 品 賃 貸 業 32,160 28,700 3,459 31,452 707

学術研究、専門・技術サービス業 22,936 21,629 1,307 21,817 1,118

宿 泊 業 14,611 12,954 1,657 13,702 909

飲 食 業 21,320 20,067 1,253 19,324 1,995

生活関連サービス業、娯楽業 49,381 47,448 1,932 48,207 1,173

教 育 、 学 習 支 援 業 7,629 6,680 948 6,405 1,223

医 療 ・ 福 祉 35,172 32,079 3,093 32,558 2,613

そ の 他 サ ー ビ ス 業 29,974 29,458 515 28,281 1,693

地 方 公 共 団 体 41,466 41,910 △ 443 45,314 △ 3,847

そ の 他 269,500 279,618 △ 10,117 271,430 △ 1,929

- - - - -

政 府 等 - - - - -

金 融 機 関 - - - - -

商 工 業 - - - - -

そ の 他 - - - - -

1,510,649 1,446,219 64,429 1,473,922 36,727

(単位：百万円)

①業種別貸出金

合 計

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分

国内(除く特別国際金融取引勘定)

【単　体】

東日本銀行
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240,130 259,695 △ 19,564 250,328 △ 10,197

13,351 12,451 899 12,077 1,274

253,481 272,146 △ 18,664 262,405 △ 8,923

③中小企業等に対する貸出金

1,290,299 1,222,399 67,899 1,246,777 43,521

1,510,649 1,446,219 64,429 1,473,922 36,727

85.41 % 84.52 % 0.88 % 84.58 % 0.82 %

45,664 件 45,846 件 △ 182 件 45,423 件 241 件

46,049 件 46,236 件 △ 187 件 45,812 件 237 件

99.16 % 99.15 % 0.00 % 99.15 % 0.01 %

1,033,435 945,888 87,547 980,187 53,248

68.41 % 65.40 % 3.00 % 66.50 % 1.90 %

9．預金、貸出金の残高
①預金、貸出金の期末残高・平均残高

(単位:百万円)

(末残) 1,823,176 1,726,981 96,195 1,781,089 42,086

(平残) 1,738,183 1,663,537 74,646 1,679,141 59,041

(末残) 38,345 72,751 △ 34,406 43,865 △ 5,519

(平残) 37,693 66,945 △ 29,252 60,177 △ 22,483

(末残) 1,510,649 1,446,219 64,429 1,473,922 36,727

(平残) 1,462,895 1,418,264 44,630 1,428,033 34,861

②預金者別預金期末残高
(単位:百万円)

544,540 481,306 63,234 529,736 14,803

1,184,111 1,174,174 9,937 1,173,704 10,407

80,057 56,803 23,253 51,516 28,540

14,466 14,697 △ 230 26,132 △ 11,665

1,823,176 1,726,981 96,195 1,781,089 42,086

中小企業貸出金比率(E)/(B)

総 貸 出 金 残 高 (B)

中小企業等貸出金比率(A)/(B)

中小企業等貸出先件数(C)

総 貸 出 先 件 数 (D)

中小企業等貸出先件数比率(C)/(D)

中 小 企 業 貸 出 金 残 高 (E)

合　　　　計

平成26年9月末

平成26年9月末

平成25年9月末

平成25年9月末

預      金

譲渡性預金

法　　　　人

個　　　　人

公　　　　金

増 減

金　　　　融

増 減 増 減

増 減 増 減平成26年3月末

貸  出  金

【単　体】

中小企業等貸出金残高(A)

合 計

【単　体】

平成26年3月末

(単位：百万円)

(単位：百万円)

平成26年9月末

平成25年9月末

平成25年9月末

増 減 平成26年3月末

平成26年3月末

増 減

増 減

②消費者ローン残高

【単　体】

【単　体】

平成26年9月末

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

東日本銀行
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Ⅲ．その他

1.役務取引等収益

(単位:百万円)

1,638 1,701 △ 62

8.34 % 8.27 % 0.07 %

2.外国為替

(単位:百万ドル)

482 390 92

(単位:百万円)

84 58 26

3.預り資産の残高

(単位:百万円)

39,970 37,088 2,882 37,795 2,175

66,914 60,826 6,088 65,133 1,781

23,925 25,677 △ 1,752 25,209 △ 1,284

40,439 32,203 8,235 36,836 3,602

1,222 666 555 968 254

142 134 7 137 5

1,185 2,143 △ 958 1,981 △ 796

9,291 6,341 2,949 7,694 1,596

8,815 5,693 3,121 7,027 1,787

4.人員の推移

【単　体】 （単位：人）

14 17 △ 3

1,468 1,454 14

(注)従業員数には、出向者を含み、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。

【単　体】

【単　体】

平 成 26 年 中 間 期

平 成 26 年 中 間 期

役 務 取 引 等 収 益

平 成 26 年 中 間 期

役 員 数

従 業 員 数

積 立 傷 害 保 険

平 成 25 年 中 間 期 増 減

増 減

外 国 為 替 取 扱 高

外 国 為 替 売 買 益

個 人 向 け 国 債

平 成 26 年
3 月 末

個 人 年 金 保 険

一 時 払 終 身 保 険

学 資 保 険

増 減

増 減

【単　体】

平 成 26 年
9 月 末

平 成 25 年
9 月 末

経 常 収 益 比

増 減

国 債

保 険 商 品

投 資 信 託

平 準 払 終 身 保 険

平 成 25 年 中 間 期

平 成 25 年 中 間 期

東日本銀行
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